
 
                                           

1 

NY マーケットレポート（2021 年 4 月 29 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY 市場レポート （前日 21 時 00分～午前 5時 30分まで） 
 

米国の主要な経済指標の結果 

1Q GDP（前期比年率） 6.4％（予想 6.9%・前回 4.3%） 

1Q 個人消費（前期比） 10.7％（予想 10.3%・前回 2.3%） 

1-3月期の米 GDP速報値は、年率換算で前期比+6.4％となり、2020年 7-9 月期に 1947年以降で最大の増加幅

（+33.4％）となった後もプラス成長が続いている。特に、GDP の約 7 割を占める個人消費が大幅な伸びとな

ったことが影響した。設備投資は+9.9％、住宅投資が+10.8％となり、輸出は-1.1％となる一方、輸入は 

+5.7％だった。 
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新規失業保険申請件数 55.3 万件（予想 55.0万件・前回 54.7万件⇒56.6万件） 

失業保険継続受給者数 366.0 万人（予想 359.0万人・前回 367.4 万人⇒365.1 万人） 

米新規失業保険申請件数（4/24までの週）は、前週比—1.3万件となり、昨年 3/14 までの週以来、約 1年 1

ヵ月ぶりの低水準に改善した。新型コロナウイルスワクチンの接種拡大に伴い、営業規制などが緩和され、

経済活動再開が進んでいることが労働市場の改善につながっていることが示された。一方、失業保険継続受

給者数（4/17までの週）は、前週比+0.9万人となり、15 週ぶりの増加となった。 
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ナスダック、S&P500 は史上最高値を更新 

米株式市場では、序盤に発表された 1-3月期の米 GDP速報値で個人消費が大幅に伸びたことを受けて、米景

気回復期待が高まり、ナスダックと S&P500が史上最高値を更新するなど、主要株価指数は堅調な動きとなっ

た。しかし、上昇一服後は利益確定売りが優勢となり、主要 3指数は軒並みマイナス圏まで下落した。ただ、

バイデン米大統領が 28日の演説で、大規模な財政出動の必要性を訴えたことも投資家心理を下支え、終盤に

かけて再び堅調な動きとなった。ダウ平均株価は終盤に一時前日比 266ドル高まで上昇し、高値圏を維持し

て 239.08ドル高（+0.71％）で終了した。一方、ハイテク株中心のナスダックは 31.52 ポイント高（+0.22％）

で終了した。なお、S&P500は終値ベースの過去最高値も更新した。 
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ドル/円は一時 4/13 以来、ユーロ/円は 2018年 10/1以来の高値 

NY 市場では、序盤に発表された 1-3 月期の米 GDP が良好な結果となったことや、米長期金利の指標となる米

10 年債利回りが欧州時間の 1.646％から 1.684％まで上昇したことも加わり、ドルは主要通貨に対して堅調

な動きとなり、対円では一時 109.22まで上昇し、4/13 以来の高値を更新した。一方、米主要株価指数が序

盤から堅調な動きとなったことも加わり、クロス円も堅調な動きとなり、ユーロ/円は一時 2018年 10/1以来、

ポンド/円は 4/6以来の高値を更新した。しかし、その後は米 10 年債利回りが 1.630％まで低下したことや、

主要株価指数が軒並みマイナス圏まで下落したことから、ドル円・クロス円は軟調な動きとなった。ただ、

終盤にかけて再び米主要株価指数が堅調な動きとなったことから、ドル円・クロス円は底固い動きとなった。 

 

出所：総合分析チャート 
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